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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第３四半期連結
累計期間

第13期
第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

第13期
第３四半期連結
会計期間

第12期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
６月30日

自平成21年
10月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成20年
10月１日
至平成21年
９月30日

売上高（千円） 6,965,4728,340,0672,385,6542,940,3939,300,625

経常利益（千円） 88,471 299,690 11,270 119,475 110,036

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）（千円）
24,359 122,513 △7,477 55,482 6,350

純資産額（千円） － － 1,835,1421,929,0441,811,160

総資産額（千円） － － 3,023,3283,489,0312,985,541

１株当たり純資産額（円） － － 68,198.1171,282.2467,306.87

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

907.36 4,545.80△278.46 2,058.43 236.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
899.46 4,504.52 － 2,031.74 234.48

自己資本比率（％） － － 60.7 55.1 60.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△199,642 303,215 － － △113,750

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△45,291 △91,568 － － △110,102

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△36,794 △1,317 － － △36,859

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,035,3551,276,7011,066,372

従業員数（人） － － 151 141 148

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第12期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 141 (6)

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

　　　２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間平均雇用人員（1日８時間）であります。

　　　３．臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 141 (6)

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

　　　２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間平均雇用人員（1日８時間）であります。

　　　３．臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社グループの事業は、サービスの提供にあたり、製品の生産を行っていないため、当該記載を省略しておりま

す。

(2）仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を仕入先別に示すと、次のとおりであります。

仕入先
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

ヤフー㈱（千円） 1,359,332 18.7

Ｇoogle,Inc.（千円） 962,154 28.2

その他（千円） 85,886 62.5

合計（千円） 2,407,373 23.5

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループの事業は、受注の確定から売上の計上までの期間が短いため、受注実績についてはその記載を省略し

ております。

(4) 販売実績

　インターネットマーケティング事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益

の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメントごとの販売実績の記載を省略

しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱アドバンスクリエイト 214,654 9.0 380,104 12.9

グリー㈱ 48,352 2.0 362,216 12.3

伊藤忠エレクトロニクス㈱ 265,735 11.1 35,146 1.2

　　　　　　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や緊急経済対策の効果などを背景に、企業収

益の改善が続いているものの、雇用情勢は依然として厳しい状態にあり、欧州を中心とした海外景気の下振れ懸

念、金融資本市場の変動やデフレの影響など、景気を下押しするリスクが存在し、実体経済の先行きについては引

き続き厳しい状況が続くものとみられております。

　当社グループが関連するインターネット広告市場においては、平成21年の広告費が7,069億円（前年比1.2％増：

株式会社電通調査）と景気後退の影響を受け一時期冷え込んだものの、回復傾向にあり、ほぼ横ばいの成長となっ

ております。そのうち、当社が専業とするSEM市場は1,710億円（前年比8.6％増）と成長率が鈍化したものの堅調

な成長を続けており、さらに、モバイル広告に関しては1,031億円（前年比12.9％増）と拡大傾向が続いておりま

す。

　このような状況にあって当社グループ（当社、連結子会社１社及び持分法適用会社１社）は、前期に引き続きリ

スティング広告とSEOを中心としたSEM事業を、SEM専業企業として技術志向のマーケティング支援を中心として

行ってまいりました。モバイルSEMソリューション、リスティング広告とアフィリエイトマーケティングを組み合

わせたマーケティングソリューション、自社サイトの運営など関連サービスの提供も進めております。また、持分

法適用会社である株式会社レリバンシー・プラスは、広告代理店を専ら対象としたSEMサービス企業としてグルー

プ全体としてのシナジー効果を高めております。さらに、インターネットメディアレップのリーディングカンパ

ニーであるデジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社との業務・資本提携により、リスティング広

告にとどまらない事業展開を進め、SEM専業会社からSEMやアフィリエイトマーケティングを中心として広告主の

マーケティングを最適化する「デジタルマーケティングエージェンシー」への転換を図り、企業価値を向上させ、

ネット広告市場における競争力を強化しております。

　一方、バーティカルマーケティング領域においては、当連結会計年度より進出したグリーンエネルギーマーケ

ティング事業として、当社が保有する検索エンジンマーケティングのノウハウを提供して、太陽光発電システム

のインターネットを活用した販売促進を包括的に支援しており、堅調に推移しております。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は2,940百万円（前年同期比23.3％増）、営業利益118百

万円（同1,117.7％増）、経常利益119百万円（同960.1％増）と予想を上回る結果となり、今後の収益貢献の見込

みが低いサイトを適正に評価することによる減損損失を計上したものの、四半期純利益は55百万円（前年同四半

期は純損失7百万円）となりました。

　

　なお、当社グループは、インターネットマーケティング事業の売上高及び営業利益の金額が、全セグメントの売上

高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメントの業

績の記載を省略しております。

（2）キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末と比べて6百万円減少し、1,276百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、増加した資金は81百万円（前年同四半期は79百万円の減少）となりました。これは主に、売上債

権の増加120百万円等の減少要因があったものの、仕入債務の増加97百万円及び税金等調整前四半期純利益98百万

円等の増加要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、減少した資金は88百万円（前年同四半期は34百万円の減少）となりました。これは主に、投資有

価証券の取得による支出53百万円等の減少要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は0百万円（前年同四半期は3百万円の増加）となりました。これは主に、配当金の

支払額0百万円の減少要因があったことによるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動　

　該当事項はありません。
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（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、インターネット全般の広告代理業を行っておりますが、現状では、ヤフー株式会社の提供するリ

スティング広告である「スポンサードサーチ」及びGoogle,Inc.の提供する「アドワーズ広告」の取次額が、多く

を占めております。インターネット広告市場における技術やサービスは変化のスピードが速く、現在のインター

ネット広告市場で主流となっているリスティング広告が長期的に成長を維持できるとは限りません。また、イン

ターネット広告市場に限らず広告市場は景気変動の影響を敏感に受けるものと考えられ、今後も景況感の悪化が

続く場合には当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループといたしましては、こうした環境に対して常に情報収集を行い、クライアントの広告関連に投下し

た費用に対する効果を高めることができる技術やサービスを積極的に取り入れていく所存であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,270 27,270

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・マー

ケット―「ヘラクレス」）

当社は単元株

制度は採用し

ておりません

計 27,270 27,270 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　旧商法第280条ノ20、同法第280条ノ21並びに第280条ノ27の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。

　　①　平成16年９月13日臨時株主総会決議に基づく新株予約権（第１回）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 87（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 435（注）１,２,５

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）３,５

新株予約権の行使期間
自　平成18年９月14日

至　平成26年９月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格：50,000

資本組入額：25,000

　　　　（注）５

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議から退職等の理由により権利を喪

失した者の当該数を減じております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後
＝

調整前
×

１

払込金額 払込金額 分割・併合の比率

払込金額を下回る価額で新株を発行するとき（本新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く）は、次

の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

     新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

既発行株式数＋ 調整前払込金額

払込金額 払込金額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

４．①　本新株予約権者の割当を受けた者が当社取締役、監査役または従業員の場合は権利行使時において、当社の

取締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。ただし、当社取締役若しくは監査役を任期

満了により退任した場合または従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。
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②　新株予約権の割当を受けた者が社外協力者の場合は、権利行使時において、当社と協力関係にあることを要

する。

③　本新株予約権の質入れ、担保権の設定及び相続は認めないものとする。

④　その他の条件については、当社と本新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。

　５．平成18年４月10日開催の取締役会決議により、平成18年４月28日付をもって１株を５株とする株式分割を行っ

ております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。

②　平成17年９月29日臨時株主総会決議に基づく新株予約権（第２回）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個）  74

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 370（注）１,４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）２,４

新株予約権の行使期間
自　平成19年９月30日

至　平成29年９月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格：50,000

資本組入額：25,000

（注）４

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整による１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若し

くは吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に株式

数を調整する。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。

調整後
＝

調整前
×

１

行使価額 行使価額 分割・併合の比率

当社が時価（ただし、当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時点

における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

     新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

既発行株式数＋ 新規発行前の時価

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。
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３．①　本新株予約権者は、権利行使時においても、当社取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位を有すること

を要する。ただし、本新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認め

た場合は、この限りでない。

②　本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。ただし、

取締役会が特に認めた相続の場合は、この限りでない。

③　本新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各本新株予約権の１個未

満の行使はできないものとする。

④　その他の条件は、当社と本新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．平成18年４月10日開催の取締役会決議により、平成18年４月28日付をもって１株を５株とする株式分割を行っ

ております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整を行っております。

　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～　

平成22年６月30日　
－ 27,270 － 537,890－ 527,890

　

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することがきないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   316　　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　26,954 26,954 －

端株 － － －

発行済株式総数 27,270 － －

総株主の議決権 － 26,954 －

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱アイレップ
東京都渋谷区渋谷

二丁目１番１号
316 － 316 1.16

計 － 316 － 316 1.16
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 62,00056,10052,60055,000105,000118,100115,900111,00094,300

最低（円） 54,50045,80047,10050,00049,00077,00093,50066,40064,100

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」におけるものであります。

 

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,276,701 1,066,372

受取手形及び売掛金 1,613,940 1,261,582

その他 92,684 152,746

貸倒引当金 △11,029 △7,320

流動資産合計 2,972,297 2,473,380

固定資産

有形固定資産

建物 18,407 17,415

減価償却累計額 △8,688 △7,326

建物（純額） 9,718 10,088

工具、器具及び備品 26,060 24,387

減価償却累計額 △19,925 △17,870

工具、器具及び備品（純額） 6,135 6,517

有形固定資産合計 15,853 16,606

無形固定資産

のれん 31,042 115,457

その他 8,280 8,899

無形固定資産合計 39,323 124,356

投資その他の資産

投資その他の資産 467,649 396,103

貸倒引当金 △6,092 △24,906

投資その他の資産合計 461,557 371,197

固定資産合計 516,734 512,160

資産合計 3,489,031 2,985,541

負債の部

流動負債

買掛金 1,187,032 925,961

未払法人税等 92,276 90

賞与引当金 16,848 －

その他 221,612 211,583

流動負債合計 1,517,769 1,137,635

固定負債

長期預り保証金 42,217 36,746

固定負債合計 42,217 36,746

負債合計 1,559,987 1,174,381
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 537,890 536,765

資本剰余金 527,890 526,765

利益剰余金 907,466 798,408

自己株式 △44,807 △44,807

株主資本合計 1,928,439 1,817,130

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,097 △5,969

評価・換算差額等合計 △7,097 △5,969

少数株主持分 7,702 －

純資産合計 1,929,044 1,811,160

負債純資産合計 3,489,031 2,985,541
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 6,965,472 8,340,067

売上原価 5,799,815 6,988,246

売上総利益 1,165,656 1,351,821

販売費及び一般管理費 ※1
 1,081,283

※1
 1,053,546

営業利益 84,373 298,275

営業外収益

受取利息 845 242

受取配当金 － 2,740

受取手数料 2,467 2,541

法人税等還付加算金 － 1,812

サイト譲渡収入 2,800 －

その他 2,426 630

営業外収益合計 8,540 7,966

営業外費用

持分法による投資損失 2,388 4,698

保険解約損 1,973 －

その他 79 1,851

営業外費用合計 4,441 6,550

経常利益 88,471 299,690

特別損失

減損損失 ※2
 23,892

※2
 68,550

その他 － 10,969

特別損失合計 23,892 79,520

税金等調整前四半期純利益 64,579 220,170

法人税、住民税及び事業税 43,815 119,906

過年度法人税等 － 14,767

法人税等調整額 △3,596 △34,918

法人税等合計 40,219 99,754

少数株主損失（△） － △2,097

四半期純利益 24,359 122,513
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,385,654 2,940,393

売上原価 2,002,139 2,458,622

売上総利益 383,514 481,771

販売費及び一般管理費 ※1
 373,763

※1
 363,041

営業利益 9,750 118,729

営業外収益

受取配当金 － 1,369

受取手数料 674 1,183

持分法による投資利益 895 －

その他 － 630

営業外収益合計 1,569 3,182

営業外費用

持分法による投資損失 － 1,268

株式交付費 49 －

解約違約金 － 1,169

営業外費用合計 49 2,437

経常利益 11,270 119,475

特別損失

減損損失 ※2
 23,892

※2
 21,091

特別損失合計 23,892 21,091

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△12,621 98,383

法人税、住民税及び事業税 8,387 39,591

法人税等調整額 △13,531 4,675

法人税等合計 △5,144 44,266

少数株主損失（△） － △1,365

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,477 55,482
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 64,579 220,170

減価償却費 34,170 25,605

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,619 △15,104

受取利息及び受取配当金 △845 △2,982

持分法による投資損益（△は益） 2,388 4,698

関係会社株式売却損益（△は益） － 6,994

固定資産除却損 － 3,974

減損損失 23,892 68,550

売上債権の増減額（△は増加） △145,752 △348,276

たな卸資産の増減額（△は増加） 609 －

仕入債務の増減額（△は減少） 112,506 266,699

賞与引当金の増減額（△は減少） 20,484 17,300

未払消費税等の増減額（△は減少） △34,714 42,188

その他 △56,851 △17,151

小計 27,088 272,667

利息及び配当金の受取額 845 2,982

法人税等の支払額 △227,577 △39,213

法人税等の還付額 － 66,778

営業活動によるキャッシュ・フロー △199,642 303,215

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,521 △220

無形固定資産の取得による支出 △3,328 △3,500

営業譲受による支出 △30,150 △4,380

投資有価証券の取得による支出 △2,256 △53,557

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 923

敷金及び保証金の差入による支出 △39,657 △27,208

敷金及び保証金の回収による収入 4,686 129

預り保証金の受入による収入 36,746 5,471

保険積立金の積立による支出 △7,392 △9,226

保険積立金の解約による収入 2,552 －

その他 30 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △45,291 △91,568

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 3,170 2,176

少数株主からの払込みによる収入 － 9,800

配当金の支払額 △39,964 △13,293

財務活動によるキャッシュ・フロー △36,794 △1,317

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △281,728 210,329

現金及び現金同等物の期首残高 1,317,084 1,066,372

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,035,355

※
 1,276,701
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　 第１四半期連結会計期間より、株式会社グリーンエネルギーマーケティ

ングは新たに設立したため、連結の範囲に含めております。また、株式会

社あいけあは第１四半期連結会計期間において所有する全株式を譲渡した

ことにより、連結の範囲から除外しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　 １社

　

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

１．当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約

に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。　　

１．当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。　　

当座貸越極度額　 800,000千円　

借入実行残高　 ―

差引額　 800,000千円　

当座貸越極度額　 800,000千円　

借入実行残高　 ―

差引額　 800,000千円　

２．偶発債務

債務保証　

　株式会社レリバンシー・プラスの仕入債務について、デ

ジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社と

連帯して債務保証を行っております。なお、当第３四半期

連結会計期間末の仕入債務の残高は779,527千円であり

ます。

２．偶発債務

債務保証　

　株式会社レリバンシー・プラスの仕入債務について、デ

ジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社と

連帯して債務保証を行っております。なお、当連結会計年

度末の仕入債務の残高は603,689千円であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

（千円） （千円）

給与手当 368,987

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

7,299

17,768

給与手当 396,461

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

2,892

15,193

※２　減損損失　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

※２　減損損失　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（1）減損損失を認識した資産　

インターネット住宅展示サイト「総合住宅展示場」運営

事業

（1）減損損失を認識した資産　

　①インターネット住宅展示サイト「総合住宅展示場」

　運営事業

用途 種類 場所

自社サイト　 のれん　 東京都渋谷区　

（2）減損損失を認識するに至った経緯　

　取得時に検討した事業計画において当初想定していた

収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。

（3）減損損失の金額及び内訳　　　

用途 種類 場所

自社サイト　 のれん　 東京都渋谷区　

②インターネットサイト売買仲介サイト「サイトスト

ック」運営事業

用途 種類 場所

自社サイト　 のれん　 東京都渋谷区　

（2）減損損失を認識するに至った経緯　

　取得時に検討した事業計画において当初想定していた

のれん 23,892　千円

（4）資産のグルーピングの方法

  当社グループは、事業用資産については管理会計上の

区分に基づき、連結子会社については規模等を鑑み会社

単位を基準として、グルーピングを行っております。な

お、譲渡予定資産、除却予定資産及び遊休資産について

は個別資産ごとにグルーピングを行っております。　

（5）回収可能価額の算定方法

　当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測

収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。　

（3）減損損失の金額及び内訳　

のれん 68,550　千円

（4）資産のグルーピングの方法

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の

区分に基づき、連結子会社については規模等を鑑み会社

単位を基準として、グルーピングを行っております。な　

定しており、将来キャッシュ・フローを6.189％で割りお、譲渡予定資産、除却予定資産及び遊休資産について　

引いて算定しております。 は個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　 （5）回収可能価額の算定方法

当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを5.727～5.872％

で割り引いて算定しております。
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

（千円） （千円）

給与手当 133,354

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

6,124

17,768

給与手当 140,255

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

797

15,123

※２　減損損失　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

※２　減損損失　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（1）減損損失を認識した資産　

インターネット住宅展示サイト「総合住宅展示場」運営

事業

（1）減損損失を認識した資産　

インターネットサイト売買仲介サイト「サイトストッ

ク」運営事業

用途 種類 場所

自社サイト　 のれん　 東京都渋谷区　

用途 種類 場所

自社サイト　 のれん　 東京都渋谷区　

（2）減損損失を認識するに至った経緯　

　取得時に検討した事業計画において当初想定していた収

益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

おります。　

（2）減損損失を認識するに至った経緯　

　取得時に検討した事業計画において当初想定していた収

益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

おります。　

（3）減損損失の金額及び内訳　 （3）減損損失の金額及び内訳　

のれん 23,892　千円 のれん 21,091　千円

（4）資産のグルーピングの方法

当社グループは、事業用資産については管理会計上の

区分に基づき、連結子会社については規模等を鑑み会社

単位を基準として、グルーピングを行っております。な

お、譲渡予定資産、除却予定資産及び遊休資産については

個別資産ごとにグルーピングを行っております。

（4）資産のグルーピングの方法

当社グループは、事業用資産については管理会計上の

区分に基づき、連結子会社については規模等を鑑み会社

単位を基準として、グルーピングを行っております。な

お、譲渡予定資産、除却予定資産及び遊休資産については

個別資産ごとにグルーピングを行っております。

（5）回収可能価額の算定方法

当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを6.189％で割り引

いて算定しております。

（5）回収可能価額の算定方法

当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを5.872％で割り引

いて算定しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

（千円）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 1,035,355

現金及び現金同等物 1,035,355

　

現金及び預金勘定 1,276,701

現金及び現金同等物 1,276,701

　

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　27,270株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 316株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年12月18日

定時株主総会
普通株式 13,454 500平成21年９月30日平成21年12月21日利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

インターネットマーケティング事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利

益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）　

インターネットマーケティング事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利

益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）　

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）　

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年10月１日　至　平成22年６月30日）　

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　その他有価証券で時価のあるものについて、事業の運営において重要なものとなっているもの、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありません。 

　

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

１株当たり純資産額 71,282.24円 １株当たり純資産額 67,306.87円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 907.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
899.46円

１株当たり四半期純利益金額 4,545.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
4,504.52円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益（千円） 24,359 122,513

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 24,359 122,513

期中平均株式数（株） 26,846 26,950

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 236 247

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 278.46円 １株当たり四半期純利益金額 2,058.43円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,031.74円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　　　　金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額　
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △7,477 55,482

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損

失（△）（千円）
△7,477 55,482

期中平均株式数（株） 26,852 26,954

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 354

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

株式会社アイレップ

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 杉田　純　　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　昌敏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイレップ

の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイレップ及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年８月11日開催の取締役会において、子会社の設立に関する決議

を行っている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社アイレップ

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 杉田　純　　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　昌敏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイレップ

の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイレップ及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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